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第三者調査委員会からの調査報告書の受領に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 23 年４月 21 日付「第三者調査委員会の設置に関するお知らせ」において

公表いたしましたとおり、過年度決算の訂正のおそれがある事象について、第三者調査委

員会を設置し調査を進めてまいりました。 

この度、第三者調査委員会より調査報告書を正式に受領いたしましたので、お知らせい

たします。調査報告書の概要は別紙のとおりであります。なお、本報告書には、文中の社

名および個人名はそれらの法人との契約の秘密保持および個人情報等を考慮し匿名を使用

しておりますが、同報告書の全容を伝えるに十分な記載内容がほぼ原文のまま全て記載さ

れており、これにより、同調査委員会の見解が網羅されていると考えます。 

 

当社といたしましては、同調査委員会の提言を厳粛に受け止め、本報告書を踏まえた当

社の対応を検討いたします。その結果等につきましては、後日開示予定でございます。 

 

添付資料「調査報告書」（概要） 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 

平成 23 年５月 17 日 

 

調査報告書（概要） 

 

第三者調査委員会 

弁 護 士  小林 明彦 

公認会計士  青木 寿幸 

公認会計士  淺野 雅文 

 

第１ 第三者調査委員会の概要 

１ 第三者調査委員会設置の経緯及び同委員会の目的 

2011 年 4 月 21 日付「第三者調査委員会の設置に関するお知らせ」に概略記載のと

おり、株式会社 NowLoading（以下、「対象会社」という。）は、2011 年 3 月期より対

象会社の監査人となったやよい監査法人により「第２ 調査対象及び調査の実施方

法」にて記載の 2008 年 3 月期に計上された売掛金に関する貸倒引当金及び固定資産

の減損処理、投資有価証券の評価損の処理並びにこれらに関する売上計上処理に関す

る修正の可能性について指摘を受けた。 

そこで対象会社は、当該取引の会計処理の妥当性につき、第三者の立場で厳正な調

査を進めるとともに、仮に妥当でないとした場合には、適切な処理を図ること及び不

適切な会計処理を防止するために有効な再発防止策を策定することを目的として、

2011 年 4 月 21 日に外部有識者のみで組成される第三者調査委員会（以下、「当委員

会」という。）を設置することを決定した。 

 

 

２ 当委員会の構成 

当委員会の構成は次のとおりである。なおいずれの委員も、当委員会設置より前に

おいて対象会社と業務上の契約関係はなく、一時的であるか継続的であるかを問わず

報酬を受け取っておらず、第三者の公正な立場から調査、検討を行った。 

委員長 弁護士 小林明彦 

委員 公認会計士 青木寿幸 

委員 公認会計士 淺野雅文 

 

 

３ 当委員会の任務及び本報告書の性格 

当委員会の任務は、「１ 第三者調査委員会設置の経緯及び同委員会の目的」に記載

した事項の調査を行い、会計処理の誤りの有無の報告、誤りがある場合の修正処理に
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関する意見を表明するとともに、その会計取引や誤った会計処理が生じた経緯、背景

及び内部統制の状況等について報告を行うことである。そのため関与当事者の責任の

有無や社内処分の当否は当委員会の任務の対象外である。 

なお当委員会が本報告書において提言している修正処理の方向性、問題点に対する

今後の改善施策は、対象会社の判断を拘束するものではなく、これらの採用の可否は

最終的には対象会社の判断において行われるものである点に留意が必要である。 
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第２ 調査対象及び調査の実施方法 

１ 調査対象 

当委員会は対象会社における以下の事項について調査を行うものとする。 

会計期間 会計処理 調査事項 

貸借対照表に計上された 

貸倒引当金（流動資産） 

14,397 千円及び、 

貸倒引当金（固定資産） 

251,665 千円 

 

貸倒引当金に関する売上高及び売

掛金の内容と実在性、期間帰属の適

切性、売掛金の評価（回収可能性の

判断）の妥当性 

損益計算書に計上された

固定資産に関する減損損

失（特別損失） 

321,638 千円 

減損対象となった固定資産の内容

と実在性、評価の妥当性 

2008 年 3 月期 

損益計算書に計上された

投資有価証券評価損（特別

損失） 

259,853 千円 

評価損対象となった投資有価証券

の内容と実在性、評価の妥当性 

 

 

２ 調査期間 

当委員会は、2011 年 4 月 21 日から同年 5 月 15 日までの間を調査期間として、調

査方針の決定から、「３ 調査の実施方法」にて記載の調査作業の実施、調査報告書

の作成を実施した。 

なお当委員会の調査結果は、このような時間的制約の下、対象会社及び関係者から

当委員会に対して任意に開示された資料に基づいていることを付言する。 

 

 

３ 調査の実施方法 

当委員会は、主に関連する契約書や検収書、銀行通帳さらには調査対象期間当時の

担当監査法人から入手した残高確認書などの証憑資料を閲覧・分析するとともに、対

象会社代表者及び監査役、並びに現在勤務している従業員、さらには 2007 年 3 月期

担当監査法人に対するヒアリングを行うことで本件調査を行った。 

なお当委員会は、本報告書記載の取引先等への調査依頼も必要に応じて行う予定で

あったが、上記手続によって目的を達することができたと判断したため、これを実施

するに至らなかった。 
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第３（対象会社の概要） 

１ 対象会社の概要と沿革 

対象会社は、2002年 6月に前身である株式会社ナウローディンとして設立され、2004

年 6 月に現在の社名である株式会社 NowLoading に社名変更、2005 年 6 月には名古屋

証券取引所セントレックスに上場し、現在に至っている。現在の本社所在地は東京都

渋谷区桜丘町である。 

 

 

２ 対象会社の事業内容 

対象会社は、2007 年 3 月期及び 2008 年 3 月期当時、顧客企業の有する経営リソー

ス、すなわち事業アイデア、商品・サービス、販売網、ブランド、遊休資産、人材な

どを活用し、総合的に戦略および戦術を立案・実行することで顧客企業の事業および

収益の拡大を支援する一連のサービス活動をセールスプロデュース事業と称し、これ

を主たる事業としていた。 

セールスプロデュース事業においては、顧客企業とのネットワークおよび既存案件

から得たノウハウを活用することで、従来、新規事業進出や拡販を図る際に企業が個

別に発注していた各種専門サービス、すなわちコンサルティング、広告、販促、企画・

制作・開発などを、顧客のニーズや課題に応じて、効果的に組み合わせて実行するこ

とを特徴とし、プロジェクトの遂行に要するこうした機能を一元管理することにより、

費用対効果の最適化や、期間短縮、外注管理に伴う顧客企業の負担軽減を実現できる

点を強みとしていた。 

そして収益形態としては、セールスプロデュース業務の対価として、主にプロデュ

ース報酬を収受するが、その価格の決定にあたっては、固定金額の場合もあれば、「プ

ロフィットシェアモデル（成功報酬型）」の場合もあり、「プロフィットシェアモデル

（成功報酬型）」は対象会社のビジネスモデルの大きな特徴でもあった。 

 

 

第４（会計処理の妥当性に疑義のある取引について） 

１ はじめに 

当委員会の調査手続実施の過程で、2008 年 3 月期に計上された貸倒引当金及び無形

固定資産の減損損失並びに投資有価証券評価損のうち、2007 年 3 月期に売上取引の対

価として取得した資産に係るものが含まれており、その中には 2007 年 3 月期に売上

計上されたものの、その後、全く入金のないまま翌年の 2008 年 3 月期に全額損失処

理されているものがあることが判明した。当委員会ではこれらの会計処理に関する一

連の取引についての会計処理の妥当性に疑義を感じたため、詳細調査を実施した。 

以下ではそれらの取引ごとに（１）対象会社による会計処理、（２）対象取引の経緯、

（３）対価の合意等に関する事項の 3つの区分に分け、対象会社の行った取引の内容
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と会計処理の詳細を記述する。 

なおその他の取引については一定の合理性があると判断したため、当報告書では記

載を割愛する。 

 

 

２ α社宛て 52,500 千円売掛案件について 

（１）対象会社による会計処理 

①  対象会社は 2007 年 3 月 31 日にα社に対するコンサルティング報酬 50,000 千円

（税抜）の売上計上を行い、対価として売掛金 52,500 千円を計上した。 

②  しかしながら、その翌年 2008 年 3 月 31 日に、上記売掛金 52,500 千円が全く入

金されないことから、固定資産である長期営業債権へと全額振り替え、同日、全額

貸倒引当金を計上した。その結果、2007 年 3 月 31 日に計上した上記売上取引に係

る売掛金全額が2008年 3月 31日時点の長期営業債権貸倒引当金残高を構成するに

至っている。 

③  以上の会計処理を仕訳形式でまとめると以下のとおりとなる（単位：千円）。 

【2007 年 3 月 31 日】 

（借）売掛金 52,500  （貸）売上高 50,000 

        仮受消費税 2,500 

【2008 年 3 月 31 日】 

（借）長期営業債権 52,500 （貸）売掛金 52,500 

（借）貸倒引当金繰入額 52,500  （貸）長期営業債権貸倒引当金 52,500 

 

（２）対象取引の経緯 

①  対象会社代表者は、2006 年 9 月、かねてより親交のあったコンサルタント業者 Y

氏を通じて、経営再建計画策定中であった地方交通関連の A社グループを紹介され

たことから、対象会社では、A社グループ再建に資する各種方策の検討を開始した。

同年 12 月には、オートリース方式による財務改善策を提案するに至ったものの、

この提案は、A 社グループ内における保守的な見解との調整途上で中断された。ま

た、対象会社では A社グループとの間のセールスプロデュース業務基本契約を締結

しようとしたが、A社グループの捺印を得るには至らなかった。 

②  2006 年 12 月、A社グループ保有の土地を売却処分する計画が浮上した。これは、

A 社グループが保有する駅前の一等地を売却処分するとともに、これよりも低廉な

代替物件を購入するというものであった。この計画を推進するためには、A 社グル

ープ保有の土地の売却先を探索するとともに、代替物件を調達のうえこれを A社グ

ループに提供できるだけの不動産取引に精通した相手方が必要になるところ、前述

のコンサルタント業者Y氏は、対象会社代表者とも相談のうえ、この相手方として、

かねて親交のある K氏を選んだ。 

5



③  2007 年 1 月に入ると、K氏も参加して A社グループとの協議が重ねられるように

なり、3 月 19 日には、K 氏が実質的オーナーを務める K2 社と A 社グループとの間

に基本協定書が締結され、対象会社代表者はこれに立会人として署名した。その後

まもなく、K氏の意向により、この協定の当事者は K2 社から K氏が同じく実質的オ

ーナーを務めるα社に変更されることとなり、基本協定書が差し替えられた。この

基本協定書の内容は、α社が A社グループからその保有土地の処分と代替物件取得

の依頼を受けるとするものであるが、具体的金額についての定めはない。これと並

行して K氏（α社）による代替物件の取得準備も進み、2007 年 4 月 9 日には、候補

地について所有者とα社との間で購入の覚書が締結された。 

④  その後、α社が A社グループ保有土地を精査したところ、ガソリンスタンドの存

在による土壌汚染などの問題が発覚したこともあって、上記取引は具体的に進展し

ないまま時間が推移し、2008 年 4 月に A社グループが法的破綻したことにより、こ

の計画は完全に頓挫することとなった。 

 

（３）対価の合意等に関する事項 

①  前記のとおり、対象会社は A社グループへの再建策提案を企図して一連の関与を

始めたものであるが、A 社グループとのプロデュース契約を締結できない中、Y 氏

の勧めを受け、α社との間に 2007 年 3 月 9 日付けセールスプロデュース業務基本

契約を締結し、また 2007 年 2 月 9 日付け業務報酬に関する合意書を締結した。 

②  上記「2007 年 2 月 9 日付け業務報酬に関する合意書」においては、2007 年 7 月

31 日を確定期限としてα社に 52,500 千円の支払義務があること、代替土地の売買

契約が「検討されている」状況で合意されるものであることが明示されており、不

動産売買契約が成約に至ることやその取引が実行されることは要件とされていな

い。また、2007 年 3 月 30 日付でα社の検収書や対象会社の納品書も作成されてい

る。 

 したがって、これらの事情からすれば、この業務報酬債権が現実的に発生済みで

あるとした処理には一定の合理性が認められる。 

③  しかしその一方において、上記合意書には、対象会社が行うコンサルティング業

務の範囲が明確に定められておらず、いつ業務が完了するのかについての明確な記

載がない。 

 上記合意書は、実際には 2007 年 5 月 2 日ころにバックデイトで作成されたもの

であるが、α社との間で 4 月 23 日に行われた交渉履歴では、不動産売買取引の代

金決済日をもって支払日とする旨の成功報酬制に親和的な規定や、不動産売買契約

が締結済みであることを前提とした規定について検討がなされている。 

 また、α社の支払能力の点からしても、不動産売買契約の締結や実行に伴う資金

移動と同時でないと、α社が 52,500 千円を調達することは実際問題として困難で

あろうことが、対象会社においても取引当時から推測されていた模様である。 
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 そうすると、合意書の文言や検収書の存在などの事情にかかわらず、対象会社と

α社双方の合理的意思としては、不動産売買契約を締結または実行に至らせること

までがコンサルティング業務の内容であるか、少なくともその段階に至らなければ

対価の支払義務を発生させないものと理解されていた可能性が高く、それ以前の段

階においては具体的な債権債務として認識することが適当でなかったのではない

かとの疑念を生じる。 

④  なお、対象会社は、α社に対して 3度にわたり請求書を発送するが、α社からは

支払を受けるに至らなかった。 

 

 

３ β社向け 42,000 千円売掛案件について 

（１）対象会社による会計処理 

①  対象会社は 2006 年 9 月 30 日にβ社に対するコンサルティング報酬 40,000 千円

（税抜）の売上計上を行い、対価として売掛金 42,000 千円を同額計上した。 

②  しかしながら、その翌年 2007 年 9 月 30 日に、上記売掛金 42,000 千円が支払期

日を過ぎても全く入金されないことから、譲渡担保として取得していたβ社の新設

子会社である B社株式による代物弁済を受け、売掛金から投資有価証券に振り替え

ている。 

③  さらに 2008 年 3 月 31 日には、上記投資有価証券につき備忘価額 1円を残し全額

評価損を計上するに至っている。 

④  以上の会計処理を仕訳形式でまとめると以下のとおりとなる（単位：千円）。 

【2006 年 9 月 30 日】 

（借）売掛金 42,000  （貸）売上高 40,000 

        仮受消費税 2,000 

【2007 年 9 月 30 日】 

（借）投資有価証券 42,000 （貸）売掛金 42,000 

【2008 年 3 月 31 日】 

（借）投資有価証券評価損 41,999 （貸）投資有価証券 41,999 

 

（２）対象取引の経緯 

①  対象会社代表者は、2006 年 3 月ころ、前述の Y 氏などを通じてβ社の代表者 N

氏の紹介を受け、N 氏が保有する発電関連の特許を生かしたβ社の営業戦略と上場

準備を策定することの依頼を受けた。 

②  対象会社では、当初、β社自体の上場を検討したが、β社の財務内容等を分析し

た結果、β社の下に B 社を新設し、その B 社を上場させる計画に切り替えられた。

対象会社は、2006 年 7 月 3日に「資本政策アウトライン」と題するレポートを提出

し、7月 19 日の第 1回ミーティング、7月 24 日には弁護士を交えたミーティング、
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などを重ねるとともに、対象会社から 3人の従業員を派遣して人事・広報やマーケ

ティング分析等の準備作業を支援しながら、2006 年 10 月 13 日付けで B社設立に至

った。 

（３）対価の合意等に関する事項 

① 対象会社は、2006 年 11 月 20 日ころ、β社との間に同年 4 月 1 日付けのバックデ

イトによる「業務委託契約書」を交わした。その内容は、対象会社がβ社の子会社

設立支援に関する各種業務を受託すること、対価として計 42,000 千円を 2007 年 1

月末から 4 月末の 4 回に分けて支払うことを骨子とする。ただし、対象会社はβ社

の上場準備を検討した経緯からβ社の財務内容を把握できる立場にあったことから、

この対価 42,000 千円の支払はβ社の通常の業務規模では支払えない金額であると

の認識を有していた。なお、β社による検収書は 2006 年 11 月 20 日ころ、同年 9

月 29 日付けで作成され、対象会社では 2006 年上期の売上に計上されている。 

②  その後、2007年1月末日を第1回とするβ社からの支払は全くなされない中、2007

年 5 月 31 日には、支払期限を 2007 年 8 月末日に延期するとともに、β社が保有す

る B社の株式 300 株を譲渡担保に取得する旨の念書が交わされた。 

③  さらにその後もβ社からの支払はなされず、2007 年 9 月 10 日、上記譲渡担保に

係るB社の株式300株は、代物弁済により対象会社に帰するところとなった。なお、

会社法の規定に従った譲渡承認手続まで完了しているか否かは不明であるものの、

対象会社が 2007 年 11 月 1 日にβ社から得た株主リストには、対象会社のこの株式

取得が反映されている。 

 

 

４ γ社向け 105,000 千円及び 60,900 千円売掛案件について 

（１）対象会社による会計処理 

①  対象会社は2007年 3月 31日にγ社に対するコンサルティング報酬158,000千円

（うち後述ベンチャープロデュース業務報酬 58,000 千円、セールスプロデュース

業務報酬 100,000 千円、いずれも税抜）の売上計上を行い、対価として売掛金

165,900 千円を同額計上した。 

②  しかしながら、その後 2007 年 8 月 31 日に、γ社の財政難を背景としてγ社保有

のソフトウェアによる代物弁済を受け、売掛金を税抜金額 158,000 千円で無形固定

資産（ソフトウェア）に振り替えるとともに、耐用年数 5年で減価償却を開始した。 

③  さらに 2008 年 3 月 31 日には、上記無形固定資産につき備忘価額 1円を残し全額

評価損を計上するに至っている。 

④  以上の会計処理を仕訳形式でまとめると以下のとおりとなる（単位：千円）。 

【2007 年 3 月 31 日】 

（借）売掛金 165,900  （貸）売上高 158,000 

        仮受消費税 7,900 
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【2007 年 8 月 31 日】 

 （借）無形固定資産（ソフトウェア） 158,000 （貸）売掛金 165,900 

仮払消費税        7,900  

【2008 年 3 月 31 日】 

（借）減価償却費 21,067  （貸）無形固定資産（ソフトウェア） 158,000

    減損損失 136,933 

 

（２）対象取引の経緯 

①  対象会社代表者は、2006 年 10 月ころ、前述の Y 氏を通じてγ社の O 会長及び W

社長の紹介を受け、2007 年 2 月 1日付けコンサルティング業務基本契約書を締結す

るなどして、γ社が保有するシステム商品の販売支援等の取引を開始した。そして

複数案件について売上計上及び一部の入金実績があった。 

② ア） このうち、ベンチャープロデュースと呼ばれる資産運用関連業務については、

2007 年 4 月 1日付けコンサルティング業務個別契約書を締結し、対象会社のコンサ

ルティングに起因して行われた特許権2件の売却と前述のB社株の取得とに対する

報酬として、2007 年 6 月末から 8月末まで 3回に分割して計 60,900 千円を支払う

ことが約定された。 

イ） 上記の特許権 2件の売却は、I社に対し対価約 60,000 千円で契約され、うち

約 30,000 千円がすでにγ社に入金済みの状態にあった。また、B社株の取得手続に

ついては、γ社に対する新株予約権の割当てと目される段階までは完了していた模

様である。 

③ ア） また、セールスプロデュースと呼ばれる商品販売支援関連業務については、

2007 年 3 月末に、同月 1日付けにバックデイトしてセールスプロデュース業務個別

契約書を締結し、2007 年 3 月 1日から同月 31 日までを有効期間として行われる「広

告活動に関するセールスプロデュース業務、各事業の展開先開拓プロデュース業務、

上記に関連して発生する外注先・アライアンス企業等との交渉業務、その他上記に

関連して発生する業務」の報酬として、2007 年 9 月 28 日と 2008 年 3 月 31 日に各

52,500 千円の計 105,000 千円を支払うことが約定された。 

イ） 上記のセールスプロデュースの成果としては、V社から対価約 95,000 千円で

システム開発案件を受注しており、うち約 50,000 千円は 2007 年 5 月にγ社に入金

された。他に、γ社が保有する自動二輪関係のポータルサイトシステムを他社に販

売する活動に注力したが、実現には至らなかった。 

④  γ社は、2007 年 5 月に大口顧客が倒産したことの余波を受けて急激に業績が悪化

し、対象会社への支払もなされない状況が続く中、2007 年 6 月 11 日、対象会社と

γ社は、2 件の売掛債権合計 165,900 千円の代物弁済として、上記自動二輪関係の

ポータルサイトシステム一式を 7 月 1 日付けで対象会社が取得することを合意し、

その引渡しがされた。 
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（３）対価の合意等に関する事項 

①  ベンチャープロデュースに関する 2007 年 4 月 1 日付けコンサルティング業務個

別契約書の内容は、特許権 2 件の売却と B 社株取得を実現したことの対価として

60,900 千円を支払うことされ、これに沿った 2007 年 3 月 31 日付けで検収書の提出

も受けている。 

 ところで、特許権 2 件の売却価額自体が 60,000 千円であるから、その同額を対

象会社に報酬として支払うことの合理性を説明するためには、もう一つの業務であ

る B社株取得がγ社にとって極めて重要で、そのプロデュース業務を果たした対象

会社の功績が大きく評価されることが前提とならなければならない。 

 しかるに、B社は対象会社の支援により設立され上場計画があったとはいえ、2007

年 3 月末時点の状況に照らせば、B 社株取得のプロデュース業務がそのような高評

価に値したとは考えにくい。 

 そうすると、このコンサルティング業務個別契約で定めた報酬額は、完了した役

務提供に対する対価として合意されたというよりも、将来の業務に係る報酬の意味

を含んだ不確定のものに過ぎず、その将来業務が未知数の段階においては、役務提

供が完了して対価が現実に発生したものとは認めることのできない状況だったの

ではないとの疑念を生じる。 

②  セールスプロデュース業務個別契約書は、2007 年 3 月末に、同月 1日付けにバッ

クデイトして締結されたものである。これに沿った 2007 年 3 月 31 日付け検収書も

提出されている。そしてこの契約では、2007 年 3 月 1 日から同月 31 日までが有効

期間とされているので、契約書作成時にはすでにこの期間内に含まれる対象業務が

確定していたことになる。そしてこの期間の業務として現実的な成果になっていた

のは、V社から対価 100,000 千円でシステム開発案件を受注したことのみであった。 

 そうすると、γ社が V社から得るべき対価 100,000 千円の全額を対象会社に報酬

として支払う旨の内容となり、その合理性は説明できないことになる。対象会社で

は、この期間中もγ社に対し他に 7件のコンサルティング業務を実施しており、そ

の期間対応報酬としての要素が含まれている可能性も否定できないが、弁済期が

2007 年 9 月 28 日と 2008 年 3 月 31 日と先に設定されていることと併せ考えると、

将来の業務に係る報酬の意味を含んだ不確定な合意に過ぎず、その将来業務が未知

数の段階においては、役務提供が完了して対価が現実に発生したものとは認めるこ

とのできない状態だったのではないかとの疑念を生じる。 

 

第５（対象会社の会計処理に対する当委員会の見解） 

１ 本件調査時に検討した収益認識基準とその基本的な考え方について 

（１）我が国における収益認識の基準 

我が国では、収益認識に関する包括的な会計基準は存在しないが、昭和 24 年 7
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月 9日に設定された企業会計原則において、「売上高は、実現主義の原則に従い、

商品等の販売又は役務の給付によって実現したものに限る。」（企業会計原則 第

二 損益計算書原則 三 B）とされ、収益の認識は実現主義によることが示されて

いる。また、昭和 27 年 6 月 16 日に経済安定本部企業会計基準審議会から公表さ

れた、税法と企業会計原則との調整に関する意見書（小委員会報告）では、実現

主義の適用に関し、「販売によって獲得した対価が当期の実現した収益である。

販売基準に従えば、一会計期間の収益は、財貨または役務の移転に対する現金ま

たは現金等価物（手形、売掛債権等）その他の資産の取得による対価の成立によ

って立証されたときにのみ実現する。」（総論 第一 二 実現主義の原則の適用）

とされていることから、実現主義の下での収益認識要件として、一般に「財貨の

移転又は役務の提供の完了」とそれに対する「対価の成立」が求められていると

考えられる（以上、平成 21 年 7 月 9日公認会計士協会『我が国の収益認識に関す

る研究報告（中間報告）-IAS 第 18 号「収益」に照らした考察-』（以下、「研究

報告」という。）より引用）。 

 

（２）会計基準国際化の流れの中での実現要件の解釈の変遷 

一方で、現在日本の会計基準は国際化への調和の流れの中にあり、2010年3月期

からは一部の国内企業について国際会計基準審議会（IASB）が公表する国際財務

報告基準（以下「IFRSs」という。）の任意適用が認められている。そして早けれ

ば2015年には全ての国内上場企業を対象に一斉にまたは段階的にIFRSsが強制適

用される可能性があるとされている。そのような日本の会計基準を取り巻く環境

変化の中で、日本公認会計士協会は2009年7月に、日本における収益認識基準であ

る実現主義と、IFRSsの収益認識に関する会計処理を定めた国際会計基準（以下

「IAS」という。）第18号「収益」（以下、「IAS18」という。）との比較分析を

行った上記「研究報告」を公表している。研究報告は、この公表によりこれまで

の実現主義の解釈の下で認められてきた会計処理から当研究報告に記載された会

計処理への変更が強制されることはないとしながらも、現在において実現主義を

解釈するうえでの重要な参考資料と考えられることから、当委員会の調査の過程

においても研究報告に照らした対象会社による会計処理の妥当性の検討を実施し

た。 

 

（３）研究報告における実現主義の基本的な考え方 

研究報告によると、我が国における実現主義の考え方とIAS18が定める収益認識

の要件との間には本質的な相違はないと考えられるため、実務上、実現主義の具

体的な適用に当たっては、IAS18の収益認識の要件も参考になると考えられている。 

また研究報告は、我が国の実務では、契約内容の詳細については取引当事者間で

は事実上合意しているものの、その詳細な内容が契約書等に記載されないまま取
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引が行われることが少なくないため、第三者にとっては客観的に確認できないよ

うな場合も見受けられるが、「財貨の移転又は役務の提供の完了」と「対価の成

立」の2つの要件をより厳格に解釈して会計処理を行うためには、取引当事者間の

権利義務関係（所有権の移転時点、債権・債務の発生時点、特約（買戻条件、解

約条件等）の有無など）を明確にすることが必要であるとしている。IAS18におい

ては、物品の販売、役務の提供及び企業資産の第三者による利用のいずれの取引

形態においても、収益認識の要件の１つとして、権利義務に関連する事項が定め

られていることから、我が国の実現主義を適用する場合であっても、IAS18を適用

する場合であっても、実質的な契約内容に即した会計処理を適切に行うためには、

会計処理の基礎となる契約内容（権利義務関係）が明らかにされていることは極

めて重要であると結論づけている。 

 

（４）研究報告における「役務の提供」に係る収益認識の考え方 

本件対象会社の事業はセールスプロデュース事業等のコンサルティング業務で

あり、研究報告における「役務の提供」に該当する。 

研究報告では、役務の提供に関して我が国の商慣習においては、契約書等が締結

されないまま取引が行われる事例や、契約書等が締結されていてもその記載内容

が必ずしも十分ではない事例等が見受けられるが、上述のとおり、契約内容（権

利義務関係）が明らかにされていることは極めて重要であり、役務の提供に関す

る収益認識には、通常、対価の内容とその決済条件を定めた条項を含む契約（又

は口頭や書面による合意）が取引の相手方との間で成立していることが必要、と

している。 

 

さらに研究報告は、IAS18が「経済的便益の流入可能性が高いこと」を要件にし

ており、対価の回収可能性が高くない状況下での収益認識を明確に禁止している

ことにも言及している。 

 

以上をまとめると、「財貨の移転又は役務の提供の完了」と「対価の成立」とい

った我が国の実現主義の2要件を厳格に解釈するならば、収益を認識するためには、

以下の3点全てが具備されていることが必要と考えられる。 

ア 取引当事者間の権利義務関係（所有権の移転時点、債権・債務の発生時点、

特約（買戻条件、解約条件等）の有無など）を明確にすること 

イ 対価の内容とその決済条件を定めた条項を含む契約（又は口頭や書面による

合意）が取引の相手方との間で成立していること 

ウ 収益認識時点において対価の回収可能性が高いこと 
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２ 第４で示した各取引の会計処理に関する考察 

（１）対象会社において採用されてきた収益認識基準 

従来から対象会社の主力事業であるセールスプロデュース事業にかかる収益認

識基準は、取引先へ役務の提供が完了し、かつ取引先から押印済み検収書を入手

した時点で売上を計上する「検収基準」が採用されてきた。この検収基準の採用

の背景は、セールスプロデュース事業においては取引先から検収書を入手した時

点で初めて上記実現主義の要件である「財貨の移転又は役務の提供の完了」と、

「対価の成立」が満たされると判断されたためである。他方で実現主義を厳格に

解釈した場合の、上記のア 「取引当事者間の権利義務関係の明確化」、イ 「対

価の内容とその決済条件を定めた条項を含む契約の合意」、ウ 「収益認識時点に

おける対価の回収可能性が高いこと」といった要件は必ずしも要求されてこなか

った。 

 

（２）α社に対する売上 50,000 千円（税抜）についての実現要件の充足性の検討 

第４．２で記載のとおり、当取引に関する証憑を閲覧したところ2007年2月9日付

でα社と対象会社間で締結された「業務報酬に関する合意書」が保管され、かつ

2007年3月30日付でα社から入手したα社印が押印された検収書が保管されてい

た。そのため、上記資料を閲覧する限りにおいて2007年3月期に売上計上したこと

には一定の正当性があると考えられる。 

しかしながら昨今の会計基準国際化を背景に、研究報告に基づき実現主義をより

厳格に解釈すべく上記ア～ウに照らしてみるに、当該合意書上、対象会社が行う

コンサルティング業務の範囲は明確に定められておらず、いつ業務が完了するの

かについても明確な記載がないうえ、α社の支払能力の点からしても、不動産売

買契約の締結や実行に伴う資金移動と同時でないと、α社が税込対価52,500千円

を調達することは実際問題として困難であろうことが、取引当時、対象会社にお

いて推測されている。このことから、当取引時においては上記ア～ウの要件は満

たせておらず、売上計上すべきでなかったとも判断できる。 

さらにヒアリングの結果、実際には上記合意書及び検収書は2007年4月以降にα

社より入手したものであることが判明したことを考慮すると、いずれにせよ2007

年3月期に売上計上すべき取引ではなかったものと判断する。 

 

なお、同売上取引に係る売掛金は、当時の担当監査法人からの指導に基づき全額

2008年3月期に長期営業債権へ振り替えられた後、同額貸倒引当金が計上されてい

るが、計上後現在に至るまで全く入金がないことに鑑みると当時の回収可能性の

判断は妥当であったとも考えられる。しかしながら上記のとおりそもそも回収可

能性が高くない状況下で売上計上すべきでなかったと考えた場合には、これに伴

う貸倒引当金計上処理も併せて取り消すべきと判断する。 
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（３）β社に対する売上 40,000 千円（税抜）についての実現要件の充足性の検討 

第４．３で記載のとおり、当取引に関する証憑を閲覧したところ2006年4月1日付

でβ社と対象会社間で締結された「業務委託契約書」が保管され、かつ2006年9月

29日付でβ社から入手したβ社印が押印された検収書が保管されていた。そのた

め、上記資料を閲覧する限りにおいて2006年9月期（2007年3月期中間期）に売上

計上したことには一定の正当性があると考えられる。 

しかしながらα社と同様、上記ア～ウに照らしてみると、上記契約書上、対象会

社がβ社の子会社設立支援に関する各種業務を受託すること、税込対価として計

42,000千円を2007年1月末から4月末の4回に分けて支払うなど、業務内容や決済条

件といった契約内容は明確化されア、イの要件は満たしているものの、他方で対

象会社はこのままではβ社は対価42,000千円の支払を実行することは困難との認

識を有していたことから、ウの要件は満たせていないといえる。このように研究

報告に基づき実現主義を厳格に解釈すれば、当取引は売上計上すべきでなかった

と判断することもできる。 

なお、同売上取引に係る売掛金は、β社の子会社であるB社株式による代物弁済

により投資有価証券に振り替えられた後、当時の担当監査法人からの指導に基づ

き備忘価額1円を残して全額2008年3月期に評価損が計上されている。評価時点当

時からすでにB社の純資産残高はマイナスとなっており、現在も経営状況が好転し

ていないことから考えるに、当時の評価は妥当であったとも考えられる。しかし

ながら上記のとおりそもそも回収可能性が高くない状況下で売上計上すべきでな

かったとも考えられることから、これに伴う投資有価証券評価損計上処理も取り

消すべきと判断する。ところでこの場合、株式の取得事実自体を取り消すことは

できないため、無価値、すなわちゼロ円の資産を譲り受けたという格好になるが、

実務上は備忘価額1円が付くため、1円の受贈益が計上されることになることと思

料する。 

 

（４）γ社に対する売上 158,000 千円（税抜）についての実現要件の充足性の検討 

第４．４で記載のとおり、当取引に関する証憑を閲覧したところ2007年2月1日付

でγ社と対象会社間でコンサルティング業務基本契約書、2007年3月1日付でセー

ルスプロデュース業務個別契約書（税抜100,000千円分）が締結され、また2007年

3月31日付でセールスプロデュース業務、ベンチャープロデュース業務ともにγ社

印押印済み検収書が入手されているため、2007年3月期の売上計上にも一定の正当

性があるように思える。 

しかしながら、α社、β社と同様、上記ア～ウに照らしてみると、第４．４で記

載のとおり、価格形成や業務内容につき不自然な点が多く取引の合意が曖昧と言

わざるを得ない。そのため、これらの状況を総合的に勘案するとア及びイの要件
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は満たしているとは考えにくく、売上計上すべきでなかったと判断できる。 

なお、同売上取引に係る売掛金は、γ社保有のソフトウェアによる代物弁済によ

り無形固定資産（ソフトウェア）に振り替えられた後、当時の担当監査法人から

の指導に基づき備忘価額1円を残して全額2008年3月期に減損損失が計上されてい

る。その後当該ソフトウェアを利用して収益を計上していないことに鑑みれば、

当時の評価は妥当なものであったと考えられる。しかしながら上記のとおりそも

そも契約実態が曖昧な状況下で売上計上すべきでなかったとも考えられることか

ら、これに伴う減損損失計上処理も取り消すべきと判断する。この場合、ソフト

ウェアを取得した事実を取り消すことはできないため、無価値、すなわちゼロ円

の資産を譲り受けたという格好になるが、実務上は備忘価額1円が付くため、1円

の受贈益が計上されることになることと思料する。 

 

（５）会計処理に関する修正 

以上の一連の修正を財務諸表に反映させると、以下のとおりとなる。なお上記3

社の売上取引に係る売上原価の処理の妥当性については当委員会の調査対象外で

あるが、売上の修正に伴う売上原価の修正の必要性、すなわち計上期の変更の要

否については検討が必要であると思料する。 

2007 年 3 月期損益計算書   （単位：千円）

  公表 修正案 修正後 

売上高 1,863,508 △ 248,000 1,615,508

営業利益（△は損失） 75,082 △ 248,000 △ 172,918

経常利益（△は損失） 69,910 △ 248,000 △ 178,090

税金等調整前当期純利益 

（△は損失） 
60,473 △ 248,000 △ 187,527

税金費用 △ 29,778 0 △ 29,778

当期純利益（△は損失） 30,694 △ 248,000 △ 217,306

    

2008 年 3 月期損益計算書   （単位：千円）

  公表 修正案 修正後 

売上高 669,999 0 669,999

営業利益（△は損失） △ 372,872 （※1）73,567 △ 299,305

経常利益（△は損失） △ 391,940 73,567 △ 318,373

税金等調整前当期純利益 

（△は損失） 
△ 974,129 252,500 △ 721,629

税金費用 △ 59,599 0 △ 59,599

当期純利益（△は損失） △ 1,033,729 252,500 △ 781,229
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※1 73,567千円の内訳は、α社向け貸倒引当金繰入額52,500千円とγ社無形固定

資産減価償却費21,067千円である。2008年3月期の対象会社の損益計算書におい

て販売費及び一般管理費と営業外費用にそれぞれ164,581千円、5,297千円貸倒

引当金繰入額が計上されているが、α社向けの貸倒引当金繰入額がいずれに含

まれるかは追跡することができなかった。しかしながら、貸倒引当金繰入額の

多くが販売費及び一般管理費であることから、α社向けは全て販売費及び一般

管理費に含まれるものと判断した。 

 

第６（内部統制の整備・運用状況について） 

１ はじめに 

当委員会は、会計処理自体の検討のみならず、処理が行われた社内管理体制も調

査すべく、2007 年 3 月期及び 2008 年 3 月期当時の対象会社の財務報告に係る内部

統制のうち、本件に特に関係すると思われる以下の領域について調査を実施した。 

全社的な内部統制 

受注から売上計上に至る業務プロセスの内部統制 

売掛金及び固定資産並びに投資有価証券評価に係る業務プロセスの内部統制 

 

なお具体的な調査手続としては、当時の状況を知る経理、財務の従業員はすべて

退職しており連絡がとれず、また当時は「財務報告に係る内部統制制度（いわゆ

る JSOX）」適用前であり、当時の状況を確認できる資料も限定的であったことから、

対象会社にて維持保管されている直近の内部統制評価資料の閲覧を中心として、

現職従業員と代表者に対するヒアリングによった。 

 

 

２ 全社的な内部統制 

（１）全社的な内部統制の内容と性格 

全社的な内部統制とは、企業会計審議会「財務報告に係る内部統制の評価及び監

査の基準」において、「企業集団全体に関わり連結ベースでの財務報告全体に重要

な影響を及ぼす内部統制」と定義されており、例えば組織風土や経営理念、取締

役会や監査役による監視など、企業全体に広く影響を及ぼす内部統制を意味する。

全社的な内部統制の有効性は、受注処理から売上計上といった個々の財務報告に

関する業務処理を適切に実施するための基盤となるものであり、全社的な内部統

制が有効に機能していない状況の下では、個々の財務報告に関する内部統制も有

効に機能しなくなる可能性があることから、本件の調査の観点からも優先的に調

査を行った。以下では全社的な内部統制のうち、特に本件に関連すると思われる

事項についての調査報告を行う。 
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（２）権限の集中 

2007 年 3 月期及び 2008 年 3 月期ともに取締役会は月次で開催され、監査役もこ

れに出席していた。しかしながら代表者自身が 2007 年 3 月期当時 16.2％を保有す

る大株主であったことに加え、妻が 6.3％、さらには代表者 100％出資の資産管理

会社である株式会社 NL ホールディングスが 23.2％、同様に 100％出資の有限会社

NL キャピタルが 5.7％を保有しており、これらを足すと実に 51.4％の保有比率を

有していたこととなる。また対象会社は取締役任期を 1 年と定めており、当時の

取締役は全員、上場後に取締役に就任したため、ほぼ株式を保有していなかった

とのことである。 

このことから当委員会は、権限が代表者に集中していたことは明らかであり、取

締役会による代表取締役社長の監視機能が必ずしも十分であったとはいえないと

判断する。 

 

（３）会計に関する十分な教育訓練 

2007 年 3 月期及び 2008 年 3 月期当時、財務報告業務は担当取締役を含め 3名の

会計担当のみで行われており、倫理教育と同様、少人数ゆえに特別な教育訓練は

実施されていなかった。当時の会計担当者の能力については税理士科目合格者や

上場企業経理経験者等により構成されており最低限の経理業務を行うに足りる知

識と能力を有していたと考えられる。しかしながら、担当者の多くは経理経験が

浅く、また資産の評価・見積など高度な会計スキルを要する領域についての十分

な知識と経験を有していたかについては疑問が残るところである。また社長いわ

く、当時ライブドアショックを発端として、監査法人による監査リスクの高いベ

ンチャー企業離れが深刻化しており、監査法人と意見が相違することでいわゆる

監査難民となることを恐れた代表者の意向もあり、貸倒引当金の計上や固定資産

の評価、投資有価証券の評価など、とくに経営者の恣意性が介入しやすい領域に

ついては、対象会社としての十分な検討のないまま、その都度監査法人の指導に

従った処理を実施していたとのことであった。 

この点当委員会は、本来は対象会社が第一義的に客観的かつ十分なデータに基づ

き見積を行い、監査法人に対して自己が算定した評価・見積額の妥当性を説明し

たうえで、監査法人と協議しながら会計処理を行うべきと考える。このような視

点からは、対象会社における見積を要する領域についての財務報告の姿勢や、監

査法人への依存体制に改善を要する点があると考えざるを得ない。 

なお本件で対象となった貸倒引当金、無形固定資産、投資有価証券は第５で記し

たとおり、その後現在に至るまで、これらに起因する入金の事実を確認できなか

った。そのため、結果的に全額損失処理という当時の評価自体は妥当であったと

考えられる。 
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（４）担当者への業績指標に関する過度なプレッシャーの有無 

社長、及び従業員へ別々にヒアリングした結果、上場企業として当然常に利益を

拡大しまた成長するための目標を設定しているものの、これまでに代表者をはじ

めとする経営陣から会計基準の枠組みを逸脱するほどの過度な利益計上プレッシ

ャーをかけたり、またかけられたという経験はないとの回答を得た。 

また2007年 3月期当時から、月次で予算実績管理を実施していたとのことだが、

本件で浮上した売上取引については金額的にも多額であることから、すべて代表

者が直接話を持ってきて関与していた案件であり、従業員のノルマ達成とは関係

ない案件であるとのことであった。そのため当委員会は、社内には会計処理をゆ

がめるほどの過度なプレッシャーはなく、第４にて記載した対象取引に係る売上

計上は従業員に対するノルマ達成圧力とは関係なかったものと判断する。 

 

（５）倫理教育、周知徹底 

2007 年 3 月期及び 2008 年 3 月期当時、従業員は 18 名と少人数ゆえ教育訓練とい

う形ではなく、社内に『行動規範』を制定し従業員全員に配布することで倫理行

動の周知徹底を行っていた。このような施策は小規模企業によく見られる対応と

考えられることから、当委員会は対象会社のこのような施策は問題なかったと判

断する。 

 

（６）内部監査機能の十分性 

2007 年 3 月期及び 2008 年 3 月期当時の内部監査の担当者は、管理部門の一部署

である総務人事部長も兼務しており、直属の上長が経理担当取締役であったこと

から、財務報告に関する十分なモニタリング機能を確保する体制は有していなか

ったものの、代表者によれば内部監査担当は監査発見事項を適宜監査役に直接報

告、監査役を通じて社長に報告してきていたとのことであった。当委員会として

は、対象会社の人数と組織規模に鑑みれば、このような対応もやむを得ず、その

ような中で最低限のモニタリング機能を有していたものと判断する。 

 

 

３ 受注から売上計上に至る業務プロセスの内部統制 

（１）当該業務プロセスに係る内部統制の内容と性格 

受注から販売、売上計上に至る業務に組み込まれた内部統制は、対象会社の売上

計上といった財務報告に関する適正性に直接影響を与える内部統制である。とく

に本件においては受注時の与信管理の有効性、収益認識基準準拠性に関する内部

統制の有効性について調査を実施した。 
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（２）受注時の統制 

① 受注時の契約に関する統制 

対象会社では、最終的に契約書や社内承認文書である「受注シート」等が形式的

には整備されさている。しかし口頭合意が背景にあるとはいえ、契約内容を書面化

することが後追いになることも少なくない状況にあり、またその書面の内容とされ

た役務提供の範囲も包括的な記載に留まることが多く、そのことが、法律的にも会

計的にも曖昧さを残す遠因となっていた。 

当委員会は、対象会社のビジネスモデル自体について直接言及すべき立場にない

が、本件で問題としたような疑義の発生を未然に防止するとの観点からは、対象会

社が行うサービス事業の範囲と対価との関係を今少し明確に約定しておくことが必

要と考える。 

すなわち、対象会社の事業の特性上、受託前のプロモーション段階、受託後の役

務提供段階、当該役務提供の成果の実現、という三段階の境界が不明確になりやす

い側面を否定できないのであるが、そうであればなおのこと、役務提供の範囲と対

価との関連性を明確にした契約書面を適時に取り交わし、疑義のない法律関係を構

築することが求められる。 

なお対象会社からのヒアリングでは、すでに現在は役務提供の範囲を明確にし、

また期間手数料と成功報酬制を併用した契約形態による取引実績を重ねているとの

ことである。 

 

② 受注時の与信管理に関する統制 

会社は 2007 年 3 月期当時から、新規クライアントに対しては「与信管理依頼書」

に取引先会社概要資料を添付し、代表者の承認印を入手したうえで信用調査を経て、

最終的には「与信管理依頼書」、「受注シート」上で代表者の承認を得て取引内容を

決定する仕組みが整備されていた。 

本件に関し特に疑義のあった上記 2007 年 3 月期計上の 4 つの売上取引について

は、すべて代表者自身が営業担当である案件であったため、担当者と承認者が重

複しているものの上記関連資料に代表者のサインが残され実質的に承認されてい

ることを確認した。 

しかしながら、当該「与信管理依頼書」に添付されている取引先会社概要資料は

必ずしも取引先の財政状態を知るに十分な資料とはいえないことから、対象会社

の受注意思決定段階における与信管理は十分なものであったとはいえないと判断

する。 

 

（３）収益認識基準準拠性に関する統制 

第５にて記したとおり会社の収益認識基準は検収基準である。そのため 2007 年 3

月期当時より、経理部門にて売上計上をする際には必ずクライアント印の押印が
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なされた検収書を入手し、経理部担当者による確認がなされる仕組みが整備され

ていた（ただし確認の証跡は残されていない）。 

ただし本件に関し特に疑義のあった第４で記した売上取引については、実際には

2007 年 4 月以降に入手したものであったことが本件調査で判明しているため、書

面上はすべて 2007 年 3 月期中日付でクライアント印の押印された検収書が入手、

保管されているものの、代表者をはじめとする会社担当者の収益認識基準準拠性

に関する認識が甘かったことに起因して実際には当該統制は形骸化し、有効に機

能していなかった可能性も払拭できない。 

 

 

４ 売掛金及び投資有価証券並びに固定資産評価に係る業務プロセスの内部統制 

（１）当該業務プロセスに係る内部統制の内容と性格 

市場価額のない資産の評価は、将来のキャッシュフローの見積が必要であること

から経営者や担当者の恣意性が介入しやすく、財務報告の重要な虚偽表示につな

がり易いことから、当該業務における内部統制の重要性は高いといえる。そのた

め本件の調査対象項目である売掛金、投資有価証券、固定資産に関する評価に関

する内部統制の有効性についても調査を実施した。 

 

（２）各勘定の評価に関するプロセスの整備・運用状況 

前述のとおり、2008 年 3 月期当時、会社は売掛金評価、投資有価証券評価、無形

固定資産評価の全てに関して当時の担当監査法人による全額損失処理という指導

を全面的に受け入れていたことから、本来社内で整備・運用すべき見積計上プロ

セスにかかる内部統制は機能していなかったと予想される。 

しかしながらその後2009年 3月期より上場企業を対象にいわゆるJSOXが適用開

始されたことに伴い、対象会社は、社内規程を設け、上長承認を得る仕組みを整

備・運用開始しており、検討した資料には上長の承認印を得ている。 

 

 

第７ おわりに 

本件は、対象会社が上場後間もない状況であったことから、旺盛な売上高増大意

欲の一方で、上場企業であることの社会的影響力の重大さに対する意識や、会計

基準準拠の重要性に関する認識が不十分であったことを背景に、個々の取引につ

いての契約形態の不明確さと、内部統制の脆弱さとが原因となって生じたものと

考えられる。その結果、契約内容の明確性や回収可能性が十分吟味されないまま

取引を受注、さらには収益認識基準である実現要件の充足性が十分検討されない

まま売上計上が行われ、売上計上後間もない時期に対価である資産につき全額損

失処理が行われるという結果を招いてしまったものと推察する。 
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また本件で指摘した売上取引は、すべて対象会社の半期末または決算期末に集中

しているだけではなく、書類もバックデイトで作成されており、第三者からの疑

義を生じさせる結果となったことは、反省すべき点であると考える。 

 

当委員会としては、経営者である代表者をはじめ対象会社が上場企業であること

の社会的影響力の重大さ、財務報告に係る第一義的責任を有していることを再認

識したうえで、今後は受注や投資実行前にさらなる相手先の信用力や案件の回収

可能性に関する調査の徹底を遂行するとともに、契約内容の明確化、会計基準準

拠性の検討を徹底していく必要があるのではないかと考える。 

そのためには、会社内での意識改革をはじめ、法律、会計、監査に関する知識の

一層の習得努力と整備された内部統制の運用の徹底が重要と考える。 

 

 

以上 
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